
高知県東部旅行商品開発促進事業費補助金 交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高知県東部旅行商品開発促進事業費補助金（以下「補助金」という。）の交

付に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助目的） 

第２条 高知県東部広域観光振興計画（第２期）を効果的に実行するため、地域が主体となって

行おうとする旅行商品（体験、宿泊、食、土産）の開発および磨き上げ等を総合的に支援する

ことで、一般旅行及び教育旅行の受入れの促進や、観光消費の拡大を目的とし、次条に規定す

る補助対象団体に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

（補助対象団体） 

第３条 補助金の交付の対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は、一般社団法人高知

県東部観光協議会（以下「協議会」という。）を構成する市町村より推薦のあった以下の実行委

員会もしくは団体とする。 

（１）協議会を構成する市町村単独若しくは複数の市町村又は当該市町村で組織する実行委員会 

（２）協議会を構成する市町村を基盤として活動している公共的団体又は旅行商品（体験、宿泊、食、

土産）の開発及び促進している団体 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、第２条の目的を達成す

る事業とし、その補助対象経費は別表第１に定めるとおりとする。 

（補助金額） 

第５条 補助事業に対する補助率及び補助金の額は、別表第１のとおりとし、予算の範囲内にお

いて代表理事が必要と認める額とする。 

   

（推薦書の提出） 

第６条 協議会を構成する市町村は、補助金の交付を受けようとする補助対象団体の事業内容を

審査し、事業内容が適当であると認めた場合は、速やかに推薦書（様式第１号）を代表理事に

提出しなければならない。 

（交付申請書及び実施計画書の提出） 

第７条 前条に規定する推薦を受けた補助対象団体は、推薦書（様式第１号）の提出日より起算

して 10 日以内に、交付申請書（様式第２号）、実施計画書（様式第３号）及び誓約書兼同意書

（別紙２）を代表理事に提出しなければならない。 

 （補助金の交付の決定） 

第８条 代表理事は、前条の規定による交付申請が適当であると認めた場合は、補助金の交付を

決定し、交付決定通知書（様式第４号）により補助対象団体及び推薦のあった市町村へ通知す



る。 

２  前項の規定にかかわらず、代表理事は、対象事業者となる者が次の各号のいずれかに該当す

る場合は、交付決定を行わないことができる。 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号。以下

「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２）暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３）暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と

密接な関係を有するもの 

 （補助の条件） 

第９条 第２条に規定する補助目的を達成するため、補助対象団体は、次に掲げる事項を遵守し

なければならない。 

（１）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になった場合は、速

やかに補助事業遅延等報告書（様式第５号）を代表理事に提出し、その指示を受けること。 

（２）補助事業の執行に際しては、協議会の契約手続きの取扱いに準じて行わなければならない。 

（３）補助金に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳簿書類を作成し、かつ、当該収入及び

支出に関する証拠書類を整備し、補助事業の終了の翌年度から起算して５年間保管しなけれ

ばならない。 

（４）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業の完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、第２条に規定する補助目的に沿って効率

的な運用を図らなければならない。 

 （補助事業の変更） 

第 10条 補助事業について次の各号のいずれかの重要な変更を行おうとするときは、あらかじめ

変更申請書（様式第６号）を代表理事に提出し、交付決定内容変更承認通知書（様式第７号）

により、その承認を受けなければならない。 

（１）補助対象団体の変更 

（２）補助事業の中止又は廃止 

（３）補助金額の増額又は 20パーセントを超える減額 

（４）補助事業の内容の重要な部分に関する変更 

（補助金の概算払） 

第 11条 補助対象団体は、補助金交付決定額の９割に相当する額を限度として、概算払請求書（様

式第８号）により請求することができる。 

（実績報告） 

第 12条 補助対象団体は、補助事業が完了したときは、速やかに実績報告書（様式第９号）に次

に掲げる書類を添付し、代表理事に提出しなければならない。 

（１）収入及び支出に関する証拠書類の写し 

（２）写真等補助事業の内容がわかる資料 

２ 補助対象団体は、事業実施年度の翌年度から３年間、１年毎に補助事業に対する成果を具体



的な数値等を交えた事業報告書（様式第 10号）により代表理事に提出しなければならない。 

（補助金の交付請求等） 

第 13 条 補助事業が完了した補助対象団体は、交付請求書（様式第 11 号）により補助金の交付

を代表理事に請求するものとする。 

２  代表理事は、前項の請求があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めたときは

補助金を交付する。 

（補助金の精算請求） 

第 14 条 第 11 条の規定により概算払を受けた補助対象団体が精算請求をしようとするときは、

精算請求書（様式第 12号）を代表理事に提出しなければならない。 

 

（遂行状況の報告等） 

第 15条 代表理事は、必要があると認めたときは、補助対象団体に対し、補助事業の遂行の状況

について報告を求め、又は必要な調査を行うものとする。 

（委任等） 

第 16条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、代表理事が別に定め

る。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 29年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 30年４月 17日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 31年４月 16日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月 27日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 



別表第 1（第４条及び第５条関係） 

区   分 内         容 

補助対象経費 

体験料 

商品開発材料費 

報償費 

賃金 

旅費 

消耗品費 

印刷製本費 

通信運搬費 

手数料 

広告宣伝費 

使用料及び賃借料 

委託費 

備品費 

その他代表理事が特に必要と認める経費 

補助金の額 

補助率 定額 

補助限度額 

補助対象団体当たり 

200,000 円（ただし、商品開発材料費については上

限 50,000 円までとする） 

備  考 

補助限度額については、協議会の予算の範囲内において申請内容を精

査し、減額する場合がある。なお、１千円未満の端数が生じた場合に

は、当該端数を切り捨てるものとする。 

 


